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ロシア、中央アジアとコーカサス

「テロリズムとの闘いにおける協力の分野における行動プログラム」に
署名する小泉総理大臣とプーチン・ロシア大統領（１１月２１日、総理大臣
官邸 写真提供：内閣広報室）【総 論】

ロシアでは、政権２期目のプーチン大統
領が、好調な経済等を背景に、安定した政
権基盤を維持している。外交においては、
欧米諸国との協調関係の維持、独立国家共
同体（CIS）諸国に対する影響力の強化に
向けた動き、アジア太平洋地域重視の姿勢
が見られた。
２００５年は日露修好１５０周年を迎えた。１１
月のプーチン大統領訪日時に行われた日露
首脳会談で、平和条約問題について両国が
共に受け入れられる解決を見いだすよう努
力することで一致したほか、テロやエネル
ギー等の分野における１２の文書に署名する
など、「日露行動計画」に基づき幅広い分
野で両国の協力を一層強化していくことが

合意された。
独立から１４年が経過した中央アジア・コ
ーカサス諸国（注１）は、豊富なエネルギー資
源をてこに経済成長を続ける国と、資源を
持たない国との間の経済格差が拡大する
中、各国の政治・経済面における多様化が
進行している。日本は、これら諸国の安定
と発展は東アジアを含むユーラシア全体の
安定にとって極めて重要であるとの観点か
ら、民主化、市場経済化に基づく国づくり
を積極的に支援してきている。特に中央ア
ジアについては、２００４年８月に立ち上げた
「中央アジア＋日本」対話の枠組みを通じ
た同地域全体との対話と協力にも取り組ん
でいる。

１．ロ シ ア

（１）日露関係

（イ）北方領土問題と平和条約交渉
日露間の最大の懸案である北方領土問題
については、戦後６０年を迎えた現在もな

お、両国の立場に隔たりがある。日本政府
は、日本固有の領土である北方四島の帰属
の問題を解決して平和条約を締結し、これ

（注１）中央アジア諸国は、カザフスタン、ウズベキスタン、トルクメニスタン、タジキスタン、キルギスの５か国、コーカサス諸国は、グルジア、アゼルバイジャン、アルメ
ニアの３か国を指す。
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●２００５年は、ソ連時代を含めて初めて１兆円を超えた。 
●２００５年は、前年に比較して、貿易総額２３％の増加（ドル建てでは１０７．４億ドルと対前年比２２％の増加） 
（注）貿易総額は四捨五入の関係上、輸出額と輸入額の合計額と一致しない場合がある。 
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により日露関係を完全に正常化するという
一貫した方針を維持しており、ロシア側と
の間で粘り強い交渉を続けている。
２００５年は、１１月のプーチン大統領訪日に
向けて、１月に町村外務大臣がロシアを訪
問、５月にはラヴロフ外相が訪日と相互訪
問が行われ、領土問題に関する立場の隔た
りを埋めるための真剣な議論が行われた。
また、G８グレンイーグルズ・サミット、
国連総会、APEC等の機会にも首脳、外
相レベルの話合いが続けられた。その一方
で、ロシア政府要人が相次いで北方四島を
訪問し、９月には、プーチン大統領がロシ
アのテレビ番組で、四島はロシアの主権の
下にある、このことは国際法によって確立
されており、第２次世界大戦の結果であ

る、この点について我々は議論するつもり
はない旨発言（注２）するなど、訪日を控えて
領土問題に関する強硬な姿勢が見られた。
これに対し、日本政府は、日本の一貫した
立場を繰り返し表明して反論した。
１１月、約５年ぶりに訪日したプーチン大
統領との首脳会談で、小泉総理大臣は、日
ソ共同宣言（注３）、東京宣言（注４）、日露行動計
画（注５）等のこれまでの諸合意及び諸文書は
極めて重要かつ有効であり、これらに基づ
いて平和条約締結交渉を継続する必要があ
ることを改めて強調するとともに、両国に
は四島の帰属の問題を解決して平和条約を
可能な限り早期に締結すべきであるとの共
通の認識があり、双方が受け入れられる解
決を見いだす努力を続けていきたいと表明

（注２）当番組の中でプーチン大統領は、「善意があれば、そしてかかる善意はロシアにはあるが、我 は々、双方に満足がいき、また、この地域に住む人々のため、またロ
シア及び日本のすべての国民のためになるような（訳注：領土問題の解決のための）選択肢を常に見いだすことができるであろうと期待し、ただただ確信してい
る。互いに歩み寄る気持ちがあれば、そのような選択肢を見いだすことは可能であろう」とも述べた。

（注３）ソ連のサンフランシスコ平和条約の署名拒否を受け、１９５５年６月から１９５６年１０月にかけて、日ソ間で個別の平和条約を結ぶために交渉を行ったが、色丹
島、歯舞群島を除いて、領土問題につき意見が一致する見通しが立たなかった。そのため、平和条約に代えて１９５６年１０月１９日、日ソ両国は、戦争状態の終
了、外交関係の回復等を定めた日ソ共同宣言に署名した（両国の議会で批准された条約）。同宣言第９項において、平和条約締結交渉を継続すること、平
和条約締結後に歯舞群島及び色丹島が日本に引き渡されることが合意されている。

（注４）１９９３年１０月のエリツィン大統領訪日の際に、同大統領と細川総理大臣との間で署名された宣言。第２項において、領土問題を、北方四島の帰属に関する問
題であると位置付け、四島の帰属の問題を解決して平和条約を締結し、両国関係を完全に正常化するとの手順を明確化するとともに、領土問題を、�歴史
的・法的事実に立脚し、�両国の間で合意の上作成された諸文書、及び、�法と正義の原則を基礎として解決する、との明確な交渉指針を示した。

（注５）２００３年１月に訪露した小泉総理大臣とプーチン大統領との間で採択され、「政治対話の深化」、「平和条約交渉」、「国際舞台における協力」、「貿易経済分
野における協力」、「防衛・治安分野における関係の発展」、「文化・国民間交流の進展」の６つの柱からなる。

ロシア、中央アジアとコーカサス



第２章 地域別に見た外交

96

中国 

モンゴル 

大慶 

ペレヴォズナヤ 

ハバロフスク 

スコヴォロディノ 

ティンダ 
カザチンスコエ 

バイカル湖 
アンガルスク 

タイシェット 

ロシア連邦 

アンジェロ・ 
スジェンスク 

計画中の原油パイプライン 

既存の原油パイプライン 

太平洋パイプライン地図 

した。プーチン大統領は、平和条約が存在
しないことが日露関係の発展を阻害してお
り、この問題を解決することは我々の責務
であると表明した。両首脳は、これまでの
様々な合意及び文書に基づき、両国が共に
受け入れられる解決を見いだす努力を続け
ることで合意し、プーチン大統領から小泉
総理大臣にロシア訪問の招待があった。

（ロ）日露経済関係
日露の経済関係は、好調なロシア経済及
び日本の民間企業の対露ビジネスへの関心
の増大を背景に、引き続き拡大している。
２００５年の日露間の貿易高は約１０７億ドルに
達し、昨年に続き、ソ連時代を含めて過去
最高額を記録した。また、４月にトヨタ自
動車がサンクトペテルブルク市に工場建設
を決定するなど多くの日本企業がロシアに
進出した。
１１月のプーチン大統領訪日の際には、両
国の経済界の代表が参加する「日本・ロシ
ア経済協力フォーラム」（注６）が開催され、日
露間の経済交流拡大の可能性につき意見交

換が行われた。
政府としても、民間企業の対露ビジネス
上の問題点の是正につき、４月に東京にお
いて行われた貿易経済日露政府間委員会第
７回会合等の政府間協議の場でロシアに対
し働きかけてきたほか、日露貿易投資促進
機構（注７）を通じ、企業やビジネス慣行に関
する情報の提供等、ビジネス支援活動を
行っている。
政府は、ロシア国内７か所の日本センタ
ーを通じて、経営関連講座、訪日研修、日
本語講座等の技術支援を実施しロシアの経
済改革を一貫して支援している。同センタ
ーは上記機構のロシア国内の日本支部とし
ても活動している。
エネルギー分野では、日本企業が参加す
る石油・天然ガス開発プロジェクトである
サハリン１・２プロジェクトが進展してい
る。シベリアの原油を太平洋岸まで輸送す
る「東シベリア―太平洋」パイプライン・
プロジェクトについては、１１月のプーチン
大統領訪日の際に、両首脳は、同プロジェ
クトの早期かつ完全な実現のための日露の

（注６）日本経済団体連合会等が主催し、日露両国の経済人等約５００名が参加した。プーチン大統領も同フォーラムに出席し、日露経済交流の拡大に向けたスピ
ーチを行った。

（注７）日露貿易投資促進機構は、�情報提供、�コンサルティング、�紛争処理支援、を通じて日露間の貿易投資活動を拡大・深化させることを目的として設置さ
れた。日本側組織は２００４年６月から活動しており、ロシア側組織が２００５年４月に設立されたことにより、全体としての活動が開始された。
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協力について、２００６年のできるだけ早い時
期に政府間の合意を目指すことで一致し、
この内容を盛り込んだ文書が署名された。
これを受け、日露の専門家の間でそのため
の協議が行われている。

（ハ）様々な分野における日露間の協力
２００５年も「日露行動計画」に基づき、幅
広い分野での協力が進められた。
防衛・治安分野では、防衛庁の統合幕僚
会議議長のロシア訪問（５月）、ロシア極
東軍管区司令官の訪日（６月）、海上自衛
隊艦艇のロシア訪問（注８）、ロシア国境警備
庁長官の訪日（９月）、防衛庁長官のロシ
ア訪問（２００６年１月）等、活発な対話・交
流が行われた。８月にカムチャッカ半島沖
で発生したロシア海軍小型潜水艇の遭難に
際しては、ロシア海軍の要請を受けて海上
自衛隊艦艇が国際緊急援助隊として派遣さ

れた。また、刑事共助条約締結のための協
議が２００６年から開始されることになった。
文化・国民間交流の分野では、２００５年が
日露修好１５０周年であることを踏まえ、各
種記念事業が両国で行われた。日本では、
４月に下田で政府主催記念式典が開催さ
れ、６月には両国の青年が同じ船に乗って
ウラジオストク、函館、下田等、日露ゆか
りの地を訪問する回航事業が行われた。ま
た、地方自治体や民間団体により約１２０件
の記念事業が行われた。
１１月のプーチン大統領訪日の際には、テ
ロとの闘いに関する文書が両首脳間で署名
されたほか、非核化協力分野で５隻のロシ
ア退役原子力潜水艦解体事業の実施取決め
が署名された。また、観光、情報通信技
術、査証手続きの簡素化等、「日露行動計
画」に基づく一連の実務分野での協力強化
に関する文書が署名された。

（２）ロシア情勢

（イ）ロシア内政
プーチン大統領は２００５年も高い支持率を
背景に、安定した政権運営を行った。
２００５年はソ連が大きな犠牲を出して勝利
した第２次世界大戦の終了から６０周年に当
たることを踏まえ、５月９日、モスクワで
大規模な記念式典が行われた。国連総会決
議に基づき「追悼と和解の精神」の下で行
われたこの式典には、小泉総理大臣をはじ
め５０以上の国や国際機関から首脳・代表が
出席し、内外の注目を集めた。
社会制度改革としては、年金受給者等が
享受してきた公共サービスの無料利用等の
特典を現金支給に変更する法律が１月に施
行され、プーチン政権下では初の大規模な
抗議行動が国内各地で見られたが、年金引
上げの繰上げ実施により沈静化した。１０月
には、プーチン大統領が保健、教育、住宅
建設及び農業の４分野にわたる大規模な社

会改革計画「優先的国家プロジェクト」を
発表し、これを推進するための政府機能強
化等を理由として、１１月にメドヴェージェ
フ大統領府長官を第一副首相に任命するな
ど一連の人事を行った。
１２月にはロシアで活動する非営利団体な
どに関する法改正が行われた（プーチン大
統領による署名は２００６年１月）。これは非
営利団体を装ったテロ活動等の防止等を目
的とし、特に外国人を設立者とする団体へ
の規制を強化するものであり、審議過程に
おいて日本及び欧米諸国より懸念表明等が
なされ、法案は修正された。
内政上大きな課題であるチェチェン問題
に関しては、３月に独立派武装勢力の穏健
派指導者マスハドフがロシア治安部隊との
戦闘中に死亡し、１０月にチェチェンに近い
カバルダ・バルカル共和国で武装勢力によ
る治安当局等への襲撃事件が発生するな

（注８）海上自衛隊護衛艦「ひえい」によるウラジオストク訪問及び捜索・救難共同訓練（６月）並びに練習艦隊による初のサンクトペテルブルク訪問（７月）が行わ
れた。

ロシア、中央アジアとコーカサス
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ど、緊迫した状況が続く一方、１１月には
１９９７年以来初のチェチェン共和国議会選挙
が厳重な警備の下で実施された。

（ロ）ロシア経済
２００５年のロシア経済は、前年から減速は
見られるものの、７年連続の成長（対前年
比GDP６．４％増）を維持した。経済の好調
は、主として石油の国際価格高騰を背景と
するものであり、エネルギー輸出に大きく
依存した構造は変わっていない。経済基盤

強化のため、加工、ハイテクを中心とする
国内産業の育成・発展や地方の開発が課題
となっている。この関連で、「経済特区法」
が採択され（２００６年から運用開始）、６つ
の経済特区が指定された。
外国人のアクセス制限を内容とする地下
資源法改正に向けた動き、国営天然ガス企
業「ガスプロム」による民間石油会社「シ
ブネフチ」の買収、石油会社「ユコス」の
ホドルコフスキー元社長の有罪確定等、経
済への国家管理の傾向が強まった。

（ハ）ロシア外交
プーチン大統領は、２００５年も活発な首脳
外交を展開し、欧米諸国との協調を維持す
る一方、中国との協調路線やアジア太平洋
地域重視を強く打ち出した。他方、歴史認
識や天然ガス価格等を巡る周辺諸国への強
硬な姿勢も見られた。米国のブッシュ大統
領とは５回の首脳会談を行い、二国間問
題、国際問題、ロシア国内情勢等を話し
合った。欧州とは、２回のロシア・EU首
脳会合を行い、「４つの共通空間」（注９）の実

（注９）�経済、�自由・安全・司法、�対外安全保障、�文化・教育、の各分野における共通空間の形成を目指すもの。２００３年５月のロシア・EU首脳会合で合
意された。

第２次世界大戦終了６０周年記念式典で、ブッシュ米国大統領、プーチ
ン・ロシア大統領、シュレーダー・ドイツ首相らと握手する小泉総理大
臣（５月９日、ロシア・モスクワ 写真提供：内閣広報室）
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現に向けたロードマップを中心に協議し
た。他方、ラトビア及びエストニアとの国
境条約拒否等、歴史認識を巡って関係が複
雑化する事例も見られた。
中国との関係では、４回の首脳会談、初
の中露共同軍事演習、２度の印中露３か国
による外相会談により連携を強化した。ま
た、プーチン大統領は、１１月に韓国と日本
を歴訪し、１２月には初の露・ASEAN首脳
会合を実現、同時期に行われた第１回東ア
ジア首脳会議（EAS）にゲスト参加して、

改めてEAS正式参加の意思を表明するな
ど、アジア太平洋外交に意欲的な姿勢を示
した。
CIS 諸国のうち、親欧米国のグルジア、
ウクライナ、モルドバに対しては２００６年以
降の天然ガス輸出価格の大幅引上げを通告
する一方で、ウズベキスタンとは１１月に同
盟関係条約に調印、ベラルーシとは憲法的
文書の準備等の連合国家創設に向けた協議
を進め、関係強化に努めた。

２．中央アジアとコーカサス
キルギスでは、２月の議会選挙を発端と
して、１４年にわたり政権を維持してきたア
カーエフ政権が崩壊し、新たにバキーエフ
大統領が就任した。ウズベキスタンでは、
５月にアンディジャンで暴動が発生し、鎮
圧の過程で治安当局により数百人の一般市
民が殺害されたとも言われ、カリモフ政権
の強硬な対応が国際的な批判を招いた。ま
た、７月にカザフスタンのアスタナで開催
された上海協力機構（SCO）首脳会合が、
アフガニスタンでの反テロ作戦のため加盟
国領域内に駐留する外国部隊に駐留期限の
設定を求めたのを受け、ウズベキスタンは
駐留米軍の撤退を求め（１１月に完了）、ロ
シアと同盟関係条約を締結するなど、ロシ
アとの関係を強めている。
一方、１１月の議会選挙で与党が圧勝した
アゼルバイジャンと、１２月の大統領選挙で
現職のナザルバーエフ大統領が圧倒的な勝
利を収めたカザフスタンは、石油生産に支
えられた高い経済成長を維持しつつ相対的
に安定した政権運営を行っており、エネル
ギー資源に恵まれた国と持たざる国の経済
的格差が各国の政治状況に影響を及ぼす傾
向が強まっている。
地域内紛争を抱えるコーカサス諸国で
は、グルジア国内のアブハジア自治共和国

及び南オセチア自治州の分離・独立問題、
アゼルバイジャンとアルメニアとの間のナ
ゴルノ・カラバフ問題の解決に向けた
OSCE等による調停作業が継続されたが、
大きな進展は見られなかった。
地域内協力の動きとしては、１０月の中央
アジア協力機構（CACO）首脳会合で、
CACOをロシア主導のユーラシア経済共
同体（EAEC）に統合することが合意さ
れ（注１０）、ウズベキスタンがEAECへの加盟
申請を行うなど、ロシアを中心とする新た
な域内協力の動きが見られた。これに対し
独自路線を歩むトルクメニスタンは、８月
のCIS 首脳会議でCIS を脱退し、準加盟
国となる意向を表明した。
３月、日本と中央アジア諸国は「中央ア
ジア＋日本」対話の第１回高級事務レベル
会合（SOM）をタシケントで開催し、今
後の協力の柱として、�政治対話、�地域
内協力（テロ、麻薬、地雷、貧困撲滅、医
療・保健、環境、水、エネルギー、貿易・
投資、輸送の１０分野）、�ビジネス振興、
�知的対話、�文化交流・人的交流、を進
めていくことで意見が一致した。日本は、
この対話を通じて、各国との二国間関係の
増進に加え、中央アジア地域全体との関係
強化に取り組む方針である。

（注１０）２００６年１月のEAEC首脳会合において、ウズベキスタンの正式加盟が決定し、EAECの加盟国はロシア、ベラルーシ、カザフスタン、キルギス、タジキスタ
ン、ウズベキスタンの６か国となった。

ロシア、中央アジアとコーカサス
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中央アジアの政治情勢 

カ ザ フ ス タ ン  

キルギス 

タジキスタン 

トルクメニスタン 

ウズベキスタン 

アスタナ 

タシケント 

アシガバッド 

ビシュケク 

ドシャンベ 

タジキスタン 
97年の和平合意達成に
より、独立直後から続い
た内戦が終結。94年か
ら現職にあるラフモノフ
大統領の下、政情は近年
安定。 

キルギス 
２月の議会選挙に端を発
した野党勢力主導の大規
模デモにより14年間続
いたアカーエフ政権が崩
壊。７月の大統領選挙で
バキーエフ元首相が当選
（任期５年）。 

カザフスタン 
12月の大統領選挙にお
いて、90年以来現職に
あるナザルバーエフ大統
領が再選（任期７年）さ
れた。好調な経済にも支
えられ、政権基盤は強
固。 

ウズベキスタン 
90年以来カリモフ大統
領の政権が継続。５月の
アンディジャン騒擾事件
を契機に、人権状況に批
判的な欧米との関係が冷
却化し、ロシアへの接近
傾向が強化。 

トルクメニスタン 
90年以来現職にある
ニヤゾフ大統領の独
裁体制。永世中立政
策等、独自路線を堅
持。 

要人の往来では、「愛・地球博」のナショ
ナルデーに際し、アフメトフ・カザフスタ
ン首相（６月）、マルガリャン・アルメニ
ア首相（６月）、シャリフォフ・アゼルバ
イジャン副首相（５月）が博覧会賓客とし
て訪日した。日本からは、逢沢外務副大臣
がアゼルバイジャン及びトルクメニスタン

（１月）、小野寺五典外務大臣政務官がカ
ザフスタン（４月）、福島外務大臣政務官
がカザフスタン及びキルギス（７月）、原
田義昭衆議院外務委員長を団長とする衆議
院公式議員派遣団がキルギス（１１月）をそ
れぞれ訪問した。




